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本日のご議論

※FIT制度においては、再エネの普及拡大を図るため、発電に関する計画値同時同量制度に基づくバランシングの主体を、再エネ発電事業者ではなく、買取
義務者が代行する特例制度（FITインバランス特例）を設け、再エネ発電事業者に対するインセンティブを高めている。

⚫ 一般送配電事業者が、FITインバランス特例①・③（※）の再エネ予測誤差に対応する
ため、需給調整市場において調整力を確保する際にかかる費用については、再エネ賦課
金の仕組みを活用して適切に回収することとされている。

⚫ 今回は、これまでのご議論や三次調整力②（以下「三次②」という。）の取引状況を
踏まえ、2023年度の交付金活用の在り方について御議論いただきたい。



1.三次調整力②の取引状況
2.確保費用算定にかかる論点
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2022年度の三次②取引状況

⚫ 再エネ予測誤差に対応する調整力である三次②については、社会コスト低減や再エネ導入拡大
の観点より、安定供給を維持しつつ、調達量の低減や合理化が求められているところ。

⚫ これまでも複数気象モデルの活用等、必要量削減に向けた取組を進めており、2022年度からは
エリア間の共同調達等、さらなる募集量低減の取組を行っている。2022年度の取引状況につい
て、前年同月と比較した場合、三次②の募集量が増加しているエリアもあるが、減少しているエ
リアも多く、募集量削減にむけた取組の効果も一因となっていると考えられる。

⚫ 他方、足下の燃料価格高騰等の影響を受け調達単価は全国的に上昇しており、調達費用は前
年同月対比で増加しているエリアもみられる。その結果、2022年4~11月の調達費用総額は
1,000億円超であり、既に2022年度の交付予定額約800億円を超過している状況。

＜募集量＞ ＜調達単価＞ ＜調達費用＞（円/ΔｋW・h）（億ΔｋW・h） （億円）

北海道 東北 東京 中部 北陸 関西 中国 四国 九州 北海道 東北 東京 中部 北陸 関西 中国 四国 九州 北海道 東北 東京 中部 北陸 関西 中国 四国 九州

■2021年度4月～11月
■2022年度4月～11月

■2021年度4月～11月
■2022年度4月～11月

■2021年度4月～11月
■2022年度4月～11月

（出所）第73回制度検討作業部会（2022年12月21日） 資料４より抜粋
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（参考）電源種別の調達状況

⚫ 三次調整力②の約定方法においては、広域メリットオーダーに基づき全エリア合計の調
達費用が最小化されるよう電源を確保した後、連系線への影響を勘案し自エリア優
先で電源の紐付けを実施している。

⚫ そのため、各調整力電源の調達割合はエリア毎に大きく異なり、火力の単価上昇が与
える影響もエリア毎に差がある状況。

三次調整力②電源種毎の調達単価推移 三次調整力②エリア毎の電源構成
円/ΔkW・h

※送配電網協議会提供の情報を元に事務局作成。スポット市場システムプライスについては、月毎の加重平均値を算出。

第46回再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネット
ワーク小委員会（2022年11月15日）資料４より抜粋



1.三次調整力②の取引状況
2.確保費用算定にかかる論点
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2023年度の調整力確保費用の考え方について（１／２）

⚫ 三次②の確保費用について、2021年度は調達費用と交付金額に約1,030億円の
差額が生じた。2022年度は、交付金額として約800億円を交付する見込みだが、燃
料価格高騰等の影響を受け、今年度も700~800億程度の差額が生じる可能性が
ある。

⚫ そのような背景のもと、必要量削減に向けた適切なインセンティブのもと、一般送配電事
業者が再エネ事業者に代わり行う業務において必要となる調整力の調達費用は、必
要額が適切に交付されるべきという考えから、2023年度以降の交付金算定において、
交付額と調達実績額の間に生じた一定以上の大幅な乖離については、次年度の交
付金で対応することとした。

⚫ そのため、2023年度の三次②の交付金算定のためには、（１）2022年度中に発生
している乖離への対応範囲、（２）2023年度交付金より導入することとしていた調整
力確保量削減に向けた取組を促進するためのインセンティブ設計、（３）調達実績を
踏まえた来年度の調達見込量/調達見込単価について検討する必要がある。

＜2023年度の調整力確保費用に関する論点＞

（１）2022年度交付金と調達実績の間に生じた差額への対応範囲
（２）調整力確保量削減に向けたインセンティブ設計
（３）2023年度三次②調達見込量/調達見込単価
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2023年度の調整力確保費用の考え方について（２／２）

⚫ 2023年度調整力確保費用に関する各論点ではそれぞれ以下のような点について検討
する必要がある。

⚫ 2022年度交付額と調達実績額の間に生じた差額への対応範囲については、閾値の
考え方等、その具体的な算定方法について検討する必要がある。

⚫ 調整力確保量削減に向けたインセンティブ設計は、エリア毎に異なる天気の影響や再
エネの偏在状況等、一般送配電事業者にとって外生的な要素もあることを考慮したう
えで、事業者自らの取組でも増減する余地があるため、電源の有効活用や社会コスト
低減の観点から、事業者による調整力必要量の低減に向けた取組が不断に行われる
よう、適切なインセンティブが働く仕組みとするよう検討が必要。

⚫ 2023年度以降の調達見込量/調達見込単価には、電取委による分析をもとに、機
会費用と逸失利益、持ち下げ供出の扱い、起動費等の扱いについて整理のうえ、需給
調整市場ガイドラインが改正される予定であることを踏まえ、入札行動の見直しによる単
価変動を考慮する必要がある。2022年度に生じた、交付金と調達費用の乖離額に
対応する場合においても、本件による単価変動により生じた差額についてはどのように
考えるべきか、検討が必要。



（参考）交付金の基本的な考え方

⚫ FIT制度においては、再エネの導入拡大を図るため、本来は再エネ事業者が担うべき需給調
整業務を一般送配電事業者等に代行させる特例制度を設け、再エネ発電事業者の負担軽
減を図っている（FITインバランス特例制度）。

⚫ したがって、一般送配電事業者が調達する三次調整力②は、FITインバランス特例制度①・
③に起因する再エネ予測誤差に特化した調整力であり、当該調整力の確保費用は再エネ賦
課金で適切に負担することとしている。

⚫ かかる中、2021年度は約1,030億円の差額が生じ、2022年度も500~600億円規模の
差額が生じる可能性がある。

⚫ このような背景を踏まえると、一般送配電事業者が再エネ事業者に代わり行う業務において
必要となる調整力の調達費用は、必要額が適切に交付されるべきである。

⚫ 現在、三次調整力②の調達費用については、翌年度分の費用見込みに基づき交付する仕
組みとしている。一方で、燃料価格の高騰等が発生している2022年度のように、交付金算
定時の見込みと取引実績の乖離は今後も生じる可能性がある。

⚫ このため、適切に費用を交付し制度を安定的に運用するには、翌年度の費用を見込みで交
付しつつ、例えば見込みと実績の間に生じた一定以上の大幅な乖離については、次年度の
交付金で対応することとしてはどうか。

⚫ その際、一般送配電事業者において、再エネ予測誤差を削減し調達する調整力を削減す
るための取組を引き続き行っていくことや、適切な情報公開を進めていくことは、大前提であ
る。
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第44回再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネット
ワーク小委員会（2022年8月17日）資料４より抜粋
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（参考）三次②の入札価格等に関する分析

⚫ 三次②の取引では、今夏約定価格が上昇し、8月には最高約定価格が347.8円/kW・30分となり、過去最
高となった。そのような価格高騰を踏まえ、電力・ガス取引監視等委員会においては、本年8月の三次②の入
札価格等のデータに関して報告徴収を行うとともに、合理的な行動となる価格で入札を行っているかを確認す
るため、ヒアリング等を行った。

⚫ 分析の結果、機会費用と逸失利益の計上に関する考え方について、事業者毎に解釈が異なることが判明
した。また、電源の起動並列において、調整力として使用しない最低出力を維持するための電力分を、他のユ
ニットの出力を下げることにより調整し、出力を下げたことにより余力分が生じたユニット（以下「持ち下げ供出
機」という）を需給調整市場に入札している事業者が複数確認された。その際、起動供出機の起動費単価
を機会費用として計上している事業者がいることが確認された。

⚫ その他、約定したユニットを必ず起動しなければならないという整理はないものの、三次②に応札し、約定したも
のの、実需給時に起動していないユニットが存在することが判明した。また、その場合の起動費の扱いも、事
業者により異なることが判明した。

＜とある事業者における追加起動供出に伴う発電持ち下げ機の供出イメージ＞

（出所）第78回制度設計専門会合（2022年10月25日） 資料３より抜粋

第73回制度検討作業部会
（2022年12月21日）資料４より抜粋
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（参考）需給調整市場ガイドラインの改定について

⚫ 電取委の分析を踏まえ、需給調整市場ガイドライン改定を予定。

第73回制度検討作業部会
（2022年12月21日）資料４より抜粋
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論点１：交付額と調達実績額の差額への対応について（１／２）

⚫ 調達見込と実績に一定以上の大幅な乖離が生じた場合は、次年度の交付金で対応するこ
ととしたが、次年度の交付金算定において、その具体的な算定方法についてはどのように考え
るか。

⚫ 差額への対応については、調達量と調達単価の視点から検討することとしており、調達単価
が一定以上変動した場合に、その乖離について次年度の交付金で対応することとした。調
達単価については、一般送配電事業者の取組以外の要素等によっても変動しうるものである
なか、どの程度の単価差が生じた場合に対応することとするか。また、対応に際しては、単価
差の発生が不可避であったかどうかについて、どのように確認を行うことが考えられるか。

⚫ なお、調達単価は、燃料価格の下落等により、見込単価を下回る可能性がある。その場合、
単価下落による差額利益を一般送配電事業者に留め置く必要はないと考えられる。そのた
め、実績単価が見込単価を上回り、差額を次年度の交付金に加算する場合と同様の方法
に基づき、次年度の交付金から控除することとしてはどうか。

⚫ そのほか、電取委が持ち下げ供出機の扱いや機会費用・逸失利益、起動費の扱い等につい
て分析しているなか、合理的な入札行動とは言えない金額が計上されている可能性もある
ところ、そのような金額については、差額への対応の中ではどのように扱うべきか。
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論点１：交付額と調達実績額の差額への対応について（２／２）

⚫ 調達量についても交付金算定時と実績の乖離が発生するものの、こうした点は一般送
配電事業者の取り組みにより削減する余地があることから、乖離として考慮する必要は
ないのではないか。

⚫ ただし、こうした量の変動による乖離額については、今後各取組等により必要量は減少
する可能性もあるところ、2021年度以降発生している取引実績と交付金額の差額も
踏まえつつ、国民負担の下で一般送配電事業者に収益が発生することのないよう、事
後的に検証することとしてはどうか。

⚫ なお、差額に対応する期間としては、交付金算定時に参照することができる直近1年間
とする。2022年度交付金算定時には、2021年1~12月の取引実績を参考に算定を
行ったことから、2023年度交付金においては、その算定時期を勘案し、2022年
1~12月の差額に対応することとしてはどうか。
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論点２：インセンティブ設計について（１／２）

⚫ FIT交付金の活用を検討するにあたっては、国民負担によるものであることに鑑み、確保費用を自
動的に全て補填する仕組みではなく、各一般送配電事業者による、再エネ予測誤差削減に対
するインセンティブが働く仕組みを講じる必要がある。

⚫ 2021年度・2022年度の交付金算定時、必要見込量の算定に使用してきたΔｋW確保率は、
同一の客観的な指標をもとに、各社の実績を比較できる指標であった。2023年度交付金算定
時においては、インセンティブ設計に、同様の指標を用いることを検討していたところ。

⚫ インセンティブ設計におけるこれまでの議論において、調整力必要量は、天候の影響やFIT設備
量の増減等、一般送配電事業者の取組とは無関係な要因でも増減するため、交付金算定時、
各社の取組を比較のうえインセンティブ付けを行う場合は、そのような要素があることも考慮す
べきではないか等、ご意見をいただいていたところ。

ΔkW確保率

三次②確保量

ＦＩＴ設備量

＜ΔkW確保率の考え方＞

天候等外的な要素によっても変動

ＴＳＯの取組とは関係なく変動



14

論点２：インセンティブ設計について（２／２）

⚫ 天候等の影響については、日々三次②の必要量を算定するために使用している必要量テーブルを
活用することにより、把握することが可能である。

⚫ そのため、可能な限り各一般送配電事業者自身の努力幅を評価可能な指標とするため、天候
等の影響を考慮する等、指標の考え方をアップデートすることも検討してはどうか。そのうえで、各
社の取組を正確に評価し、一般送配電事業者の努力を適切に促進するためには、どのようなイ
ンセンティブ設計を行うべきか。

○年○月

予測
出力帯

ブロック

1 2 3 4 5 6 7 8

0~10% 15 20 0 0 0 0 15 20

10~20% 0 10 10 25 25 10 10 0

・・・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・・・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

＜気象の影響による三次②必要量の増減量 算出方法のイメージ＞

当年度の三次②必要量テーブル

気象データ（前年度）
再エネ出力予測

気象データ（当年度）
再エネ出力予測

ΔkW必要量（前年度）

ΔkW必要量（当年度）

比較

• 日々の三次②必要量に算定にあたり、前日の再エネ出力予測に基づき、時間帯毎に調整力の必要量
を選択できるよう、過去実績等をもとに必要量テーブルを作成している。

• 前年度の気象データによる再エネ出力予測に基づき、当年度の必要量テーブルから調整力量を選択し
た場合、当年度が前年度のような気象状況であった場合に必要となる調整力量を把握することができる。

• 同様に、当年度の気象データによる再エネ出力予測に基づき、当年度の必要量テーブルから調整力量
を選択した場合、当年度必要となる調整力量を把握することができる。

• 両者を比較することで得られる差分は、該当エリアにおいて、前年度に対し、どの程度天候の影響で三次
②必要量が増減したのかを示している。
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（参考）必要量テーブル作成について 第20回需給調整市場検討小委員会
（2020年12月11日）資料3
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（参考）必要量テーブル作成について 第20回需給調整市場検討小委員会
（2020年12月11日）資料3
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（参考）レベニューキャップにおけるインセンティブ設計例 2021年11月託送料金制度（レベニュー
キャップ制度）中間とりまとめ 詳細参考資料


